
 

相談窓口には電話勧誘でのトラブルの相談がたくさん寄せられます。電話勧誘しようとす
る事業者は、勧誘に先立って、勧誘を行う者の氏名、事業者の名称、勧誘目的であること、
勧誘商品などを明示しなければなりません。また、契約しない意思表示をした人に対して、
継続勧誘や再勧誘をしてはいけないと法律に定められています。 
しかし、法律で禁止されている再勧誘を受けて、不本意な契約をしてしまった場合でも、契約が無

条件に解約できるわけではありません。自分を守る最強の手段は「はっきり断ること」です。不必要で
あれば、「いりません」「関心がありません」「お断りします」などの言葉を使って、しっかり契約拒絶の意
思表示をしましょう。 
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 母が、粗品がもらえると頻繁に近所の会場に

出かけている。先日、本人の部屋にたくさんの

健康食品があったので問いただすと、会場で強

く勧められて購入したという。不要なので返品

させたい。 

 

          

 

この場合、会場の雰囲気で、催眠状態になった高齢者に高

額な商品を売りつけるという、催眠商法の可能性があります。

解約するには、本人の意思が必要なため、まず、家族がしっ

かりと本人に話をし、本人と共にご相談ください。 
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